










































































































































































① 受託責任 ＝ 財産管理責任 ＋ 会計責任 
すなわち，会計責任は受託責任に含まれる。
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〔抄　録〕
2008年度に内部統制報告・監査制度がわが国に導入されてから，すでに7年が経過した。
しかし，制度導入後も企業会計不正は続発しており，多くの会社が内部統制報告書の訂正
報告書を提出している。このような状況が改善されなければ，同制度の効果は著しく限定
されることになる。このため，内部統制の評価方法や内部統制報告書の表示方法等につい
て見直す必要があると言え，そのためには内部統制報告の本質についても再検討しなけれ
ばならない。
本稿は，会計行為の観点から内部統制報告の本質を検討した坂井（2012）の続編として，
会計責任と責任との関係の考察を通じて会計責任概念を規定し直し，内部統制報告の本質
的意義を再検討した。その結果，会計責任は，行為主体が理由能力のある自律的な存在と
して認められるための責任過程の中心に位置付けられるとの試論が導かれた。また，会計
責任に基づく会計の過程としてなされる内部統制報告により，経営者をはじめとした行為
主体自身が，自律した主体として社会から承認を得る効果が期待されることが確認された。
